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決算ハイライト

半導体部品の入手難による影響があり、売上高は前年同期比で減少したが、営業利益、
経常利益は増益となった。

(単位：億円）
2021/3

2Q
2022/3

2Q 2023/3 2Q

実績 実績 実績 前年同期比

売上高 351 352 350 ▲1
営業利益 12 8 9 ＋1
経常利益 17 16 16 ＋0
親会社株主に帰属

13 9 7 ▲2
する四半期純利益

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
対前期比では、コロナ禍に端を発した世界的な半導体の供給不足の影響を受け、減収減益となっておりますが、売上高は公表値を維持し、原価改善に努めたことやインドルピー等の為替差益も加わったことから、利益面では公表値を上回る結果となりました。

まず、２０２２年３月期は、売上高８５０億円、営業利益５３億円、経常利益６５億円、
親会社株主に帰属する当社純利益は、４５億円という結果でございました。
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セグメント別①売上高・セグメント利益

交通運輸インフラ事業 ：大型案件の減少に伴い、前年同期比で減収減益。
ＩＣＴソリューション事業：駅務機器等の売上増により、前年同期比で増収増益。

（単位：億円）
2021/3 2Q 2022/3 2Q 2023/3 2Q 前年同期比

売上高 セグメント
利益 売上高 セグメント

利益 売上高 セグメント
利益 売上高 セグメント

利益

交通運輸インフラ事業 183 18 197 17 191 14 ▲6 ▲2

ICTソリューション事業 168 8 154 7 158 12 ＋4 +5

全社費用 - ▲ 14 - ▲ 16 - ▲ 17 - ▲1

合計 351 12 352 8 350 9 ▲1 +1

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
４ページから６ページはセグメント別と国際事業の状況でございます。
概要だけ補足させていただきます。
主要顧客である鉄道事業者の運輸収入は、コロナ禍の影響を受け、大幅な減少が続いておりました。このため、設備投資の先送りまたは削減を余儀なくされております。
ＩＣＴソリューション事業は、期間中の案件収支改善があったため、前期比で減収増益となっておりますが、駅でサービス機器を中心としていることから、交通運輸インフラ事業よりも設備投資抑制の傾向が強く、厳しい状況が続きました。
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セグメント別②受注高・売上高・受注残高

鉄 道 信 号

スマートモビリティA F C

ス マ ー ト シ テ ィ

スマートモビリティ

国内事業は大型案件が少なかったことから減収。受注増は国際事業による。

国内、国際事業の交通信号システムによる売上増。受注増は国内管制システムによる。

セキュリティシステムなどの受注・売上が減少。

駅務機器等による売上増。受注増は国際事業による。

（単位：億円）
2022/3 2Q 2023/3 2Q 前年同期比

受注高 売上高 受注残高 受注高 売上高 受注残高 受注高 売上高 受注残高

鉄道信号 173 185 438 390 174 612 +216 ▲11 +174
スマートモビリティ 23 12 14 32 17 23 +8 +4 +9
交通運輸インフラ事業 197 197 452 422 191 635 +225 ▲6 +183
AFC 134 118 182 174 127 207 +39 +9 +24
スマートシティ 39 35 13 35 31 14 ▲3 ▲4 ＋0

ICTソリューション事業 174 154 196 210 158 222 +36 ＋4 +25

合計 371 352 648 633 350 858 +261 ▲1 +209

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
５ページは、４セグメントに分解したものでございます。
「鉄道信号」では、京都市交通局や西武鉄道様、ＪＲ様向けの各種信号保安装置の売上が
ありました。
道路の交通安全システムを中心とする「スマートモビリティ」では、大阪府の交通信号機器や埼玉の交通管制システムの売上がありました。
　また、駅務ネットワークシステムを中心とする「ＡＦＣ」では、新５００円対応や秩父鉄道IＣシステム導入の売上がありました。ホームドアは大阪メトロ、相模鉄道、東京都交通局浅草線などの売上がありました。
スマートシティでは、ホームドア用の３Ｄ距離画像センサや大阪ガスの地中レーダーなどの売上がありました。
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セグメント別③国際事業の状況

海外大型案件の受注により受注高・受注残高とも第2四半期で過去最高。

受注は主にフィリピンマニラ地下鉄、売上はインドアーメダバードメトロなどによる。

受注は主にエジプトカイロ4号線、売上はバングラデシュダッカメトロ6号線などによる。

海 外 全 体

海 外 鉄 道 信 号

海 外 A F C

（単位：億円） 2022/3 2Q 2023/3 2Q 前年同期比
受注高 売上高 受注残高 受注高 売上高 受注残高 受注高 売上高 受注残高

鉄道信号 173 185 438 390 174 612 +216 ▲11 +174

鉄道信号のうち海外 19 26 180 232 28 361 +212 +1 +181

AFC 134 118 182 174 127 207 +39 +9 +24

AFCのうち海外 0 4 24 40 5 54 +40 ＋0 +30

海外合計 19 31 204 273 33 416 +253 +1 +211

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
６ページは、海外事業の状況でございます。
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部案件の進捗に影響が出ているものの、台湾南廻線での鉄道信号保安装置等の売上や、バングラデシュ・ダッカMRT６号線やタイ・バンコクレッドラインにおける駅務システムの売上がございました。
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財政状況

（単位：億円） 2022/3 2Q 2022/3
2023/3 2Q

実績 前期末比

総資産 1,224 1,340 1,323 ▲17
売上債権・棚卸合計 638 782 738 ▲43
有利子負債 66 117 126 +8
自己資本 838 867 863 ▲4
売上債権・棚卸比率 52.2% 58.3% 55.8% ▲2.5pt
有利子負債比率 5.4% 8.8% 9.6% +0.8pt
自己資本比率 68.5% 64.7% 65.2% +0.5pt

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
続きまして、財政状況、キャッシュフローにつきましては、記載のとおりであり、説明を省略させていただきます。
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キャッシュフロー計算書

2022/3 2Q 2023/3 2Q 

（単位：億円） （単位：億円）

77

132

80 ▲10
▲113

88＋0

63

30 ▲10
▲5 ＋0

キャッシュフローは、借入金の増加や配当によるキャッシュの減少などにより、期末残高は
77億円となった。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
（省略）
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2023年3月期通期計画 計画

57 53 
70

21/3 22/3 23/3

64 65 
78

21/3 22/3 23/3

売 上 高

927 850 950 

21/3 22/3 23/3

営 業 利 益 経 常 利 益 親会社株主に帰属
する当期純利益

49 45 52

21/3 22/3 23/3
(計画) (計画) (計画) (計画)

(単位：億円） 2021/3 2022/3 2023/3
計画 前期比

売上高 927 850 950 +99
営業利益 57 53 70 +16
経常利益 64 65 78 +12
親会社株主に帰属

49 45 52 +6
する当期純利益

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
先般、各鉄道事業者の業績予想が発表されておりますが、２０２２年３月期よりも
事業環境改善が予想されることから、２０２３年３月期は売上高９５０億円、
営業利益７０億円、経常利益７８億円、親会社株主に帰属する当期純利益は５２億円を計画しております。
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受注高・売上高・受注残高 推移（鉄道信号） 計画

鉄 道 信 号 事 業

174 

475 

0

100

200

300

400

500

23/3 2Q 23/3

受注高 売上高
（億円）（億円）

390 

700 

0

200

400

600

800

23/3 2Q 23/3

顧客の構造改革を支えるソリューションの製品開発を進め、鉄道設備、駅務機器
から駅周辺設備までをトータルで見守ることができる「Ｔｒａｉｏ」を中心に事
業活動を展開していく。

主な事業内容：自動列車制御装置（ATC）、無線式列車制御システム（SPARCS）ほか

612 621 

0

200

400

600

800

23/3 2Q 23/3

受注残高
（億円）

(計画) (計画) (計画)

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
１０ページから１５ページのセグメント別計画、１６ページの投資計画につきましては、記載の通りであり、今後の主要施策については、中期経営計画でご説明したいと存じます。
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受注高・売上高・受注残高 推移（スマートモビリティ） 計画

17 

85 

0

20

40

60

80

100

23/3 2Q 23/3

受注高 売上高
（億円）（億円）

32 

90 

0

20

40

60

80

100

23/3 2Q 23/3

23 

13 

0

5

10

15

20

25

30

23/3 2Q 23/3

受注残高
（億円）

(計画) (計画) (計画)

スマートモビリティ事業
「くるＬｉｎｋ（ファースト・ラストワンマイルサービス）」や、信号機等の
インフラと自動運転車両が連携した路車協調型の自動運転関連サービスの実用
化に向けた製品開発、事業化に取り組む。

主な事業内容：交通管制システム、交通信号制御機・灯器 ほか

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
１０ページから１５ページのセグメント別計画、１６ページの投資計画につきましては、記載の通りであり、今後の主要施策については、中期経営計画でご説明したいと存じます。
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受注高・売上高・受注残高 推移（AFC ）計画

127 

305 

0

100

200

300

400

23/3 2Q 23/3

受注高 売上高
（億円）（億円）

174 

370 

0

100

200

300

400

23/3 2Q 23/3

207 225 

0

100

200

300

400

23/3 2Q 23/3

受注残高
（億円）

(計画) (計画) (計画)

A F C 事 業 シームレスな移動に寄与する乗車券のデジタル化や電子決済化、駅ホームの安
全を促進するホームドアやホーム監視装置等を中心に事業展開に取り組む。

主な事業内容：自動改札機、ホームドア、駐車場管理システム ほか

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
１０ページから１５ページのセグメント別計画、１６ページの投資計画につきましては、記載の通りであり、今後の主要施策については、中期経営計画でご説明したいと存じます。
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受注高・売上高・受注残高 推移（スマートシティ）計画

31 

85 

0

20

40

60

80

100

23/3 2Q 23/3

受注高 売上高
（億円）（億円）

35 

90 

0

20

40

60

80

100

23/3 2Q 23/3

14 15 

0

5

10

15

20

23/3 2Q 23/3

受注残高
（億円）

(計画) (計画) (計画)

スマートシティ事業
入退管理システムを含めたビルセキュリティソリューション企画の推進、顔認証・
非接触技術等の新技術に対応し、清掃ロボット開発から得た知見を活かし、多種多
様なロボット開発に取り組む。

主な事業内容：セキュリティゲート、自動清掃ロボット、 ３D距離画像センサ ほか

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
１０ページから１５ページのセグメント別計画、１６ページの投資計画につきましては、記載の通りであり、今後の主要施策については、中期経営計画でご説明したいと存じます。
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セグメント別（セグメント別利益）計画

（単位：億円） 2021/3 2022/3 2023/3
計画 前期比

交通運輸
インフラ事業 71 52 62 +9

ICTソリューション
事業 16 33 40 +7

全社費用 ▲ 30 ▲ 31 ▲32 ▲0

合計 57 53 70 +16

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
（省略）
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投資関係 計画

20 21 29 

21/3 22/3 23/3

27 26 32 

21/3 22/3 23/3

設 備 投 資 額

29 25 
47

21/3 22/3 23/3

減 価 償 却 費 研 究 開 発 費 採用人員（人）

34 35
60 

21/3 22/3 23/3
(計画) (計画) (計画) (計画)

（単位：億円） 2021/3 2022/3 2023/3
計画 前期比

設備投資額 29 25 47 +22
減価償却費 20 21 29 +7
研究開発費 27 26 32 +6
採用人員（人） 34 35 60 +25

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
（省略）
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利益還元（配当金）について

2022年3月期

年間27円
第2四半期末 7円
期 末 20円
（普通配当のみ）

配当性向 32.4%

2023年3月期(計画)

配当については、財務体質の強化を図りつつ毎期の業績・新規投資を勘案しながら、連結配当
性向３０％前後を目安に安定的・継続的に行うよう努める。
安定的な配当継続を重視し、年間配当金額は27円を維持。

2021年3月期

(計画)

年間27円
第2四半期末 7円
期 末 20円
（普通配当のみ）

配当性向 34.3%
配当利回り 2.75％

34.3%

37.4%

32.4%

2021/3 2022/3 2023/3

年間配当金額
配当性向

年間27円
第2四半期末 7円
期 末 20円
（普通配当のみ）

配当性向 37.4%
配当利回り 3.06％

※配当利回りは年間配当金÷期末株価で算出

27円27円27円

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
配当につきましては、財務体質の強化を図りつつ毎期の業績・新規投資を勘案しながら、連結配当性向３０％前後を目安に安定的・継続的に行うよう、努めております。
四半期毎に業績動向や事業環境を踏まえた見直しを実施し、引き続き、株主還元の強化を図ってまいりたいと存じます。

２０２３年３月期につきましては、現時点では、１株当たり２０円とし、中間配当７円とあわせて年間配当は１株当たり２７円を維持する計画でございます。
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注意事項

業績予想等は、当社が現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により、これらの予
想とは大きく異なる可能性があります。
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